
次期ごみ処理整備及び運営事業に係る事業者選定アドバイザリー業務 

公募型プロポーザル応募書類の作成要領 

 

（提出書類作成上の基本事項） 

第１条 本プロポーザルは、当該業務における具体的な取り組み方法について提案を求め

るものであり、当該業務の履行や成果品の一部の作成及び提出を求めるものではない。

具体的な業務は契約後、技術提案書に基づいて発注者と協議の上開始する。 

２ 提出書類は、別紙様式に基づき作成する。任意様式は、原則Ａ４判縦を使用、横書き

とし、余白は上下左右いずれも 20mmとする。 

３ 提出書類は、基本的にはすべて片面印刷とする。 

４ 文字数及び行数は任意とするが、文字の大きさは 10.5ポイント以上とし、フォントは

ＭＳ明朝又はＭＳゴシックとする。ただし、図表等に用いる文字の数及び大きさは対象

外とする。 

５ 写真、イラスト等の使用、カラーによる印刷は任意とする。 

６ 提案は簡潔にわかりやすく鮮明に記載する。 

７ 製本方法はＡ４判ファイル左綴じとし、インデックス等により見出しを付けること。 

８ 提出期限以降における技術提案書等の差し替え又は再提出は認めない。ただし、ヒア

リングの際における説明資料（パワーポイント等の発表資料）については、技術提案書

類に記載した内容を逸脱しない範囲で可とする。 

 

（提出書類の内容に関する留意事項） 

第２条 提出書類の作成にあたっては、以下の点に留意すること。 

 ⑴ 参加申出書 

  ア 提出は１部でよい。 

 ⑵ 会社概要書 

  ア 有資格者数は他資格との再掲を可とする。 

 ⑶ 一般廃棄物（ごみ）処理施設を対象としたＰＦＩ又はＤＢＯ事業による事業者選定

アドバイザリー業務実績書 

ア 平成２５年度以降に国又は地方公共団体が発注する一般廃棄物（ごみ）処理施設を

対象としたＰＦＩ又はＤＢＯ事業による事業者選定アドバイザリー業務を元請とし

て受託し完了した実績を記入すること。また、当該業務の実績を証明できる契約書

（変更契約書を含む。）の写し等を添付すること。 

 ⑷ 技術提案書 

  ア 提出は１部でよい。 

 ⑸ 業務の実施体制表 

  ア 配置予定の管理技術者等を記載すること。 

  イ 配置予定者は参加申出者に所属する者とする。 

 ⑹ 配置予定者調書 

  ア 「役職名」は、所属する部署及び役職を記入すること。 

イ 「経歴等」は、学歴、職歴等の経歴を記載し、現在の所属会社名を記入する場合は、



｢現会社｣と表記すること。 

  ウ 「業務経験年数」は、ＰＦＩ又はＤＢＯ関連業務に携わった年数とコンサルタン

ト業務に携わった通算の年数を記入すること。 

  エ 「資格等」は、保有する資格を全て記入すること。特に、技術士及びＲＣＣＭに

ついては必ず記入し、免許証、登録証等の写しを添付すること。 

  オ 「業務実績」は、地方公共団体（地方自治法第 284条に規定する地方公共団体の

組合を含む。）発注のごみ処理施設（余熱利用による発電設備を備えた処理量 100ｔ

／日以上の一般廃棄物のごみ焼却施設に限る。）に係る DBO 事業による施設整備及

び運営事業者の選定支援業務について、元請として実施方針の作成から民間事業者

との契約までの業務を受注し、過去５年間の間に完了した業務を担当した実績を記

入すること。なお、記載内容を証明できる書類（テクリスの写し等）を添付するこ

と。また、記載内容を証明できる書類については１部のみの提出とする。 

  カ 管理技術者、照査技術者、担当技術者については雇用関係を証明できる書類（健

康保険被保険者証の写し等）を提出すること。なお、雇用関係を証明できる書類は

1部のみの提出とする。 

 ⑷ 業務の実施方針 

  ア 本業務を遂行するため、受託候補者としての具体的な実施方針を記載すること。 

イ Ａ４版任意様式２ページ以内に記載すること。 

 ⑸ 実施スケジュール案 

  ア 業務履行期間を平成３０年７月１３日から平成３２年３月２０日までと仮定して、

組合と契約締結した場合の業務の実施スケジュールを記入すること。なお、業務履

行期間に関わらず想定されるスケジュールを記入すること。（履行期限前に業務が終

了してもよい。） 

  イ 業務の実施手法及び実施スケジュール（工程計画、動員計画）について具体的に

記入すること。 

  ウ Ａ３版任意様式１ページ以内に記載すること。 

 ⑹ 具体的作業内容 

  ア 仕様書の項目ごとに具体的作業内容を示すこと。 

  イ Ａ４版任意様式４ページ以内に記載すること。 

 ⑺ 特定テーマ 

   次の設問に対する対応策等について、提案内容を記入すること。 

ア 競争性の確保のための「複数の処理システムを公平・公正に評価するための課題 

と対応策」について具体的に示すこと。 

イ 「事業の継続性（20年）を担保するための課題と対応策」について具体的に示す 

こと。 

ウ ごみ処理本体事業はもとより啓発施設などにおいても、限られた財源の中で最大 

の効果を発揮するための「予定価格の設定方法に関する課題と対応策」について具 

体的に示すこと。 

  エ 「その他、考えられる課題と対応策」について具体的に記載すること。 

  オ 各々Ａ４版任意様式２ページ以内に記載すること。 



 ⑻ 参考見積書 

  ア 参考見積書は委託費上限の範囲内で消費税相当額を含む金額を記載し、業務全体

の経費の明細内訳書（算定根拠等）を添付すること。 

  イ 会社名の記載は表紙のみとし、社印及び代表者印を押印すること。なお、表紙の

提出は１部のみとする。 

ウ 明細内訳書は任意様式とし、会社名を表示しないこと。 

  エ 参考見積書は、組合が定めた仕様に基づき作成するものとする。 


